管理会計へのアプローチ by 吉村 文雄
管理会計へのアプローチ
吉 村文雄
１．はじめに
管理会計を経営組織の構造や行為状況と関連させて全体論的な視点から展
開している論考は，少数にとどまる。なかでも制度論的構図に言及している
論考は注目しうるが，そこには各論者の制度観が異なるだけでなく，各自の
制度論の位置や射程に違いがあり，ある種の混同も一部にみられる。本稿は，
制度論の観点から，管理会計論がどのように構成されるのかを，AGiddens
の制度論に手掛りをつけて論ずることにする。
２．管理会計論のアプローチー構造化理論の可能性一
筆者は，すでに，経営組織の構造が，その文化や制度と密接かつ微妙に結
びついたときに，コントロール・システムにあって重要な位置を占めると述
べてきた(1)。しかし，そこでは，経営組織の文化・制度と構造との間に自
律と従属の関係が存在するということを明らかにしただけで，当該構造の特
性や態様については説明していない。
そこで，ここでは「構造」という言葉のもつ意味を明らかにしておきたい。
筆者は，社会変動を集合体がたどる時空の経路として捉えるGiddensの見解
が，経営組織の構造と相互行為状況との関連性を明確に示しうると考えてい
る。そこで，Giddensの理論が管理会計の体系論に対していかなる意義を有
しているかを明らかにするために，Giddens理論の位置についても検討する
必要がある。筆者は，そのことをとおして管理会計論を展開するための分析
視角を提示しようと考えている。
Giddensによれば，「構造」とは，「組織あるいは集合体を組み立てる相互行
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為の関係の記述的分析というのではなく，生成的規則と資源のシステムのこと
をいう(2)」のである。したがって，組織と構造は明確に区別されなければならな
い。「構造」は「明確な意図と利害関心をもつ状況づけられた行為者の再生産
された行動としてのみ存在することの認識が不可欠なのである(3)｣。その意味で，
たとえば，構造としての社会システムの統合は，相互行為の過程での利害の対
立についての認識を前提して論じられなければならないことになる。しかも，
Giddensが説く「構造」の概念は，機能主義のそれでもなく，還元主義者の解
釈とも異なるものであるから，合意論に与するものではないことに注意を要する。
このような理解のもとに，「構造」は，理論の総体において不可欠の概念となる
であろう。そこでは，社会形態の生産それ自体を論ずるのではなく，「社会生活
の生産の観念を，構造の社会的再生産の観念によって補足することが，根本的
に重要なのである(4)｣。だから，「構造を具体的主体の状況づけられた行いと見
なすことはできない(5)」し，「構造は，具体的主体の状況づけられた行いを構成
するのに役立つと同時に，それによって構成されるのである(6)｣。このような再
生産の概念は，たとえば，会計学の領域における議論の特徴である「制度会計」
と「情報会計」という区分論の限界を克服することに貢献するものである。
Giddensのみるところでは，「所為は，構造を再生産すると同時に，その再生産
する構造を変えることによって変動を創始する(7)」ので，「社会的再生産の過
程は，原則的に《構造化》の動的過程としてつねに分析が可能なのである(8)｣。
このように，Giddensは，社会学的分析において，「構造化」の概念を用いるの
である。この動的過程としての「構造化」の過程は，図表１のように，意味，
規範，およびパワーの相互作用を伴うものであり，「システムとしての集合体ま
図表１構造化理論の枠組み
構造様相性相互行為
意味作用解釈図式コミュニケーション
支配化便益パワー
正当化規範サンクション
出所Ａ・Giddens，Ｃｅ"ｔ７ａＪＰ７ｏ６ＺｅｍｓｍＳｏｃｊａＪＴ/Zeo7y，ｐ､8８
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たは組織の《構造的統合ないし変換》と，生活世界のレベルにおける相互行為
の《社会的統合ないし変換》とを結びつけ(9)」るが，相互行為の統合形態を，
システムの再生産に貢献するものと位置づけるのである｡ここで重要なことは，
相互行為の統合形態とそれによって再生産されるシステムとは直接的な対応関
係にないということである。この意味で，Giddensは，「コンフリクト」と「矛盾」
とを区別する。コンフリクトは，相互行為の－属性として，利害の観念あるいは
それの論理的前提としての欲求の観念と結びつく。これに対し，矛盾は，構造
の－属性であり，構造上の原理対立として概念化される。したがって，矛盾は，
コンフリクトとは偶発的な関係にあるものと解される。ただし，「こうした構造上
の原理が社会統合のレベルにおいて潜在的に，または顕在的に認知された利害
の配分を《つねに》必然的に伴うこと…の認識が不可欠(IOUであるが，「社会
統合のレベルにおける葛藤（コンフリクト…筆者加筆）の生起は，必ずしもシス
テム矛盾を生みだすわけではない('1)」し，矛盾が必然的に利害対立として行わ
れる能動的な闘争となってあらわれるわけでもないのである。このようなGiddens
のいう構造化の過程は，ここでの筆者の問題関心から捉え直していえば，技能
的改善および原理的変革という二つの変化をもたらす生産と再生産の過程とし
て認識することができるであろう。前者は，とりわけ相互行為のレベルにおける
情報処理能力と結びつけて論ずることが可能である。後者は，まずはシステムと
しての組織タイプを表現する構造特性のレベルでの変化をあらわす。また，こう
した構造化の過程では，曰常的な利害関係と結びつかない閉鎖された規則，つ
まり自己完結的体系をなす規則を除けば，その他の規則はすべて多様な解釈を
もたらす規則ということができるから，しかもこの後者の規則システムが一般の
状況下では大勢を占めるので，こうした規則の運用がコンフリクトをもたらし，
それ故に規則それ自体は絶えず変容を被ることになるとみなければならないであ
ろう。このような規則現象は技術合理性の観念と結びつく技能的改善と直接的
な対応関係にあるものと解することができるが，原理的変革とは必ずしも直接的
な結びつきをもつものと認識することはできない。原理的なシステム変革は，構
造化の過程で進行している技能的蓄積と環境の変化とがマッチングしたときに
生起するものとみなされるからである。
Giddensによれば，「意味作用の構造は，《意味論的規則》のシステムと
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して，また，支配化の構造は《資源》のシステムとして，正当化の構造は
《道徳的規則》のシステムとして，分析することが可能である('2)」が，そ
れぞれのシステムを個別にとりあげて分析するよりは，むしろ統合的システ
ムとして検討することが必要であるという。たとえば，組織文化は，意味論
的規則と道徳的規則を基軸にした統合的なシステムとして全体論的に検討さ
れなければならない。そのことは，構造のレベルでは，さまざまな観念体系
を受容し，相互行為のレベルでは，一種の権威システムのもとで制裁として
の現実的機能をもつ，そうした資源の組織化について検討することを含意す
るであろう。このように，Giddensの方法論的視点は，規則のシステムと資
源のシステムとを統合的に認識し，こうした統合的な構造と相互行為とを様
相性の媒介作用により過程的に把握し，全体論的に論ずることにある。この
方法論は，管理会計の歴史的変革を捉えようとする経験的研究にも有効な分
析用具を提供することができる，と考えられる。
このGiddensの構造化理論を管理会計研究に応用し経験的研究を展開して
いる論者としてＮ､BMacintosh＝ＲＷ・Scapensをあげることができる。彼ら
は，組織の社会的秩序の創造，規則，および生成と結びつく管理会計システ
ムの役割や展開のダイナミックスを説明するのに，構造化理論は有効な方法
図表２社会的相互行為における構造の二重性
構造化の次元構造特性媒介の様相相互行為 結果
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仮想の時空に存在する構造，およびそれらの
媒介様式が，相互行為をとおして再生産され，
生成され，伝えられる。
出所Ｎ､Ｂ､MacintoshandR､WScapens，‘`Stracturation
TheoryinManagementAccounting,，’jozLr7zaZq／
Ｍｍｚａｇｅｍｅ"tAccozL7ztmgResea7c/Z，Falll991，ｐ､138.
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であると主張し，Giddensが提示する構図に若干の修正を加えて，構造化の
過程を上のように表示している（図表２参照)。
上記の図表２として示した構造化の過程について，Macintosh＝Scapens
の解説は，大要つぎのようである(13)。
構造特性としての意味作用の構造は，意味論的規則の体系として概念化さ
れるものであり，様相性としての解釈図式は，参加者（agents）が意味作用
の構造を使用するときに依拠する共有の知識，技能形成，相互の認知的ルー
ルのことである。相互行為の過程は，参加者が他者に意味を伝えるために用
いる言葉，著述，およびその他の言説形式からなる発話的実践行為として認
識される。その過程は，参加者が解釈図式にしたがって遂行するコミュニケー
ション行為のなかで意味作用の構造を再生産するという特徴をもつ。
正当化の構造は，正当的規則，規範的ルール，道徳的義務からなる。規範
的側面は，正式的行為の基準となる規則あるいはルール（たとえば，ノルマ）か
らなるが，必ずしも道徳的合意と結びつくものではない。道徳的義務の側面に
は，参加者の行動をたどるルールが含まれるのである。相互行為のなかで，参加
者は，行為の規範的ルールを適用することによって正当化の構造に依拠する反
面で，こうした規制的規則に則り他者に対して制裁（報酬と罰）を課すことで
道徳性を再生産するのである。社会システムの道徳的構成は，権利・義務の行
使を制約する価値を参加者が内面化することによって，個人と社会の不可分の
結びつきを保証する。これらの価値は，参加者がこの価値を内面化するように，
ルールによって媒介される。そうすることによって，参加者は，他者に対しだけ
でなく，システムとしての集合体に対しても責任をもつようになる。こうして社
会秩序のなかで参加者の権利と義務の相互作用は制度化される。重要なことは，
これらの価値基準あるいは価値測定が大多数の成員によって内面化されるとい
うことよりも，支配的連合体（dominantcoalition）の成員がそれを引き受け
るということである(M)。支配グループの規範的統合のレベルが，社会システムの
安定的存続に及ぼす影響という点では，組織成員に対する相互浸透の度合より
も重要であるとみていることを示すものである。そのことは，測定値を組織下層
にまで浸透させるための手段としてある種の伝達手段を工夫活用する経営管理
活動というものの有効性を認識するにとどめるのでなく，測定・伝達の問題を
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社会経済的および制度的な側面との関係づけのなかで捉えることを意味する。
正当化の構造は，支配化の構造と不可避的に結びつくのである。
支配化の構造は，社会制度における自律と従属の関係づけおよび秩序化のた
めの規則を含む。それらは，配分的資源と権威的資源という２種類の資源によっ
て媒介される。配分的資源は，各種の資産，情報ネットワークといった生産手
段ないしはこれらの生産手段や資金の管理を効果的に行うために必要な知識や
技能の所有と結びついている。権威的資源は，人間に関する管理統制のことで
あり，生産手段の所有に基づいた支配とは区別されなければならない。権威的
資源の具体例として，経営管理論における権限委譲説で説かれるように，国家
における憲法，宗教における教典，株式会社において作成される会社定款など
をあげうるが，一般的には権威の所有や暴力の行使を含む。社会システムにお
いては，行為者が他者の行動に影響を及ぼすために掌握するあらゆる資源を含
め，行為者側の支配化の結果との関係で把握されることになる。
ここで注意すべきは，支配化の構造が，自律と従属の相互関係を含むコン
トロールの弁証法によって特徴づけられるということである。こうした見解
は，パーソンズ理論に対する批判を含むものであって，支配化の構造が，参
加者の欲求を制約することによって協調を生成すること，また，威圧的機能
だけでなく能動的な機能をもつということに言及する(⑤。さらにいえば，
たとえば，会計理論のエージェンシー理論では，参加者（agents）としての
管理者は，プリンシパル側が有する権威的資源をもたないが，プリンシパル
同様に相互行為をとおして権力資源を能動的に確保することが可能であると
説かれる。そこには，共有された価値という概念が存在している。コントロー
ルの弁証法は，こうした理論がもたらす結果に注目し，支配化の過程でもつ
配分体系の重要性を評価する点でそれとは異なっている。相互行為における
コミュニケーションの理論は，一般に，参加者の欲求性向と関連づけて捉え
られるとしても，近年では，意思決定に対する情報提供というテーマをとる
理論枠組みに特徴的にみられるように，行為者の欲求の巧妙な表現法や意思
内容への論及は避ける傾向にある。その結果，成員間に生ずる緊張という概
念が見失われてしまうという問題があった｡。構造化理論では，相互行為を
とおして構造へ，つきつめていえば，構造特性へ再帰する過程を特徴として
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いる。しかも，この再帰的過程は創造的なものであるから，権力資源の各行
為者への帰属の度合に応じてその規定態は異なる様相を示すことになる。し
たがって，コントロールの弁証法は，権力の所有や配分，それにコンフリク
トを包摂する考え方にあると解されなければならない。
以上において，Macintosh＝Scapensの所説を，Giddensの構造化理論を参
照しながら筆者なりに解釈を加えて紹介してきた。Macintosh＝Scapensは，
管理会計へのアプローチの基礎に位置づける構造化理論であるが，その有効
性を論証するために，ＡＰ､Sloan,Jr・の著書に依拠して，ＧＭ社の財務統制シ
ステムが経営組織に定着したときの状況を分析している('6)ｂちなみに，Sloan
の当該著書は，1920年代の不況期に，不況克服に有効な手段と考えて経営危
機に直面したＧＭ社に導入した財務統制システムが会社経営の復活と業績向
上に大いに貢献したというそうした企業経営における歴史的出来事を，Sloan
自身が当社のCEOとしての経験に基づいて描いたものであり，いわゆる一
次理論のレベルのものといえる。Giddensによれば，構造化あるいは構造の
二重性を特徴づけている社会システムの三つの次元は，実際には，織りなす
関係にあるものの，分析目的のためには，各次元を抽象的に分離しそれぞれ
を非人格的なものとして論じなければならない。Macintosh＝Scapensにお
いても，意味論の次元から論述している。彼らは，意味作用での変革の意義
とその変革が何故に生起したのかという二つの命題にこたえるかたちでそこ
では論じている。そして，ＧＭ社において意味作用での変革を促進せしめた
契機は，企業会計を基底にもつ財務統制の導入によるものであったことを明
らかにする。ＧＭ社が採用したこの財務統制は，1920年頃の不況期に経営の
混乱状態から脱出するために開発された理想的な管理方式であったが，彼ら
は，この管理方式の導入がＧＭ社の上層によって決定されたものであること
を重視して，そのことが実際の相互行為様式に対して支配的な意味システム
を提供したということを確認する。同時に実施された組織改革が，組織成員
の権利・義務の行使に与える影響は避けられず，とくに，執行職能と管理職
能の分割，および執行職能と管理職能とスタッフ職能で構成される中央委員
会の設置は，財務統制による調整的コントロールと結びつく分権化，垂直的・
水平的調整，および組織統合をもたらした。そして，このようにして形成さ
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れた組織の上層部は，意味論レベルでの変革を遂行させた支配的連合体とい
えるものであった。そのように制度面で生じた変革を特徴づけるものは，良
質な自動車を製造し消費者に提供するという思考および工学的・技術的な優
越性の観念に支えられる信念に支配されてきた1920年までのＧＭ社の意味シ
ステムを，会計・財務の意味システムに変えたことにある。実際には，ＧＭ
社では，各種の委員会での議論やコミュニケーションにおいて，会計用語，
財務用語が用いられるようになり，それに伴ってデュポンの財務統制システ
ムも導入され，資本利益率指標に基づく管理・評価基準が各層の管理者に対
して適用されたのである。そうした変化のプロセスは，意味論の次元のみで
説明できることではなく，支配化と正当化の次元と関連させることで正式に
理解することができるのである。このように，ＧＭ社において生じた工学的・
技術的言説から会計的・財務的言説への変化は，支配と正当性の構造変化と
同時的に生じた現象であったといわなければならない。
さて，会計・財務の意味構造とも結びついた構造特性を示す正当化の次元
には，長期利益の追求という目的が貫徹していたと解される。ＧＭ社におい
て，長期的な投資収益目標は1925年に採用されているが，この目標の達成を
志向する計数管理を実践可能にした理論はつぎのようなものである。既述の
ように，1920年不況による事業崩壊を避けるための処方菱として採用された
方策が財務統制の強化であり，基底にある管理思考は，収益率を事業経営に
おける客観的判断基準に据えるという見地によりながら，一般化していた最
高の投資収益率，つまり短期の最大利益の追求を経済的目的とするのでなく，
市場占拠率に基づいて収益を最大化させるという経営システムを管理とする
ことにあった。そして，そのような思考を具体化するために案出された概念
が標準生産台数についての考え方である。それは，経営活動の能率と製品価
格とを結びつける計数管理活動を発動させうるという役割期待のもとに，基
礎概念として用いられたものでありキー・コンセプトにあたる。このような
概念に支えられた管理思考は，統一会計制度の導入や組織の改編と相挨って
事業部活動の合理的な管理を実現させたのである。こうした事例は，Sloan
の著書からすべて把握することができる。とりわけ，重要視されるのは，こ
れらの考え方の基調がＧＭ社の上層によって決定され強力に実施に移された
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こと，さらにＧＭ社がみずからの企業活動や事業部の活動の能率を把握する
ために統一会計制度を採用し，その基礎の上に報告制度を確立したことであ
る。しかも，それが1920年当時の不況期に生じた経営危機にさいし実効性の
ある管理方式として観念的に適用された財務統制方式であり，S1oanも述べ
るように，その効果は，1932年の不況の年に証明されたことである(､。この
ように捉えられるＧＭ社の経営改革は意味作用，支配化，および正当化の相
互作用の図式と重なるものである。それは，財務報告制度，支配集団，長期
利益追求の相互作用関係として表現されうる。
統一会計制度と財務統制方式の導入は，分権と集権との間の調整を可能に
し，また，長期収益率指標を目標に据えた経営活動に対する能率評価と報告
の制度は，上層の経営執行委員会による業務管理者に対する権限の行使を可
能にするものであった。その意味で，会計としての言説と財務としての言説
は，Sloanを中心に据えて構成された経営執行委員会に権力を発動させる重
要な資源となったといえる。これによって，会社の上層は支配的連合体とし
ての資格を確保しうることになり，組織の各機関は，長期収益性志向的に統
合されることになったのである。このような事実認識を踏まえて，彼らは
ＧＭ社の経営改革は，意味作用の構造，支配化の構造，正当化の構造が相互
に組み合った関係をなす状況に依拠して遂行されたものであると結論づける
のである。だが，構造化の理論には，構造特性の側面での変革は，相互行為
をとおして遂行されなければならないという認識が含まれている。この点に
注目すれば，やはり，1920年に生じた経済的危機に直面したＧＭ社の上層が，
とくに経営管理に関して豊富な経験と高度の能力を備えるSloanを中心に，
それまで技術・生産工学等を中心とする知識群によって形成されていた情報
システム，さらに製品・生産工程の改善や生産物の品質向上等の技術的・工
学的な進化目標によって支配されていた経営管理の構造を，ＣＭ社の内外の
環境に適合する構造に改変させた意図的な努力の結果として，長期の投資収
益率目標，経営管理者間の互酬性，会計的・財務的情報システムという三つ
の構造的次元の統合からなる構造が生み出されたのである，ということを強
調しておくのは重要である。
－９－
金沢大学経済学部論集第19巻第１号１９９８．１２
３．現代管理会計論の展開可能性（１）
さて，GiddensあるいはMacintosh＝Scapensのアプローチに類似する方法
論のモデルがアメリカの論者により提示されている。Ｓ・Ansari＝Ｋ・JEuske
が提示するこのモデルは，アメリカの国防省における兵器の修理部門を管理
するために導入された統一原価会計システムがいかなる役割を果たしたのか
を実証的に分析するために取り上げられたものである('の。
Ansari＝Euskeは，組織における情報利用の態様を相異なる二つの基準の
組み合わせに基づいて分析する。第一の基準は，情報利用者の情報要求に対
する適合的関連性を組織の境界認識に基づいて区分するもので，内部と外部，
あるいは内部志向と外部志向という分類がこれに当る。こうした分類法は，
ＡＡＡの1966年報告書において，会計情報の利用目的の分析に基づいて，そ
れを内部経営管理者のための会計情報と外部利害関係者のための会計情報と
に区分認識したことに始まるものであり，周知のとおりそこでは，情報利用
者でもある意思決定者の機能としての意思決定に対する情報提供が会計の貢
献的機能であると規定されている(⑨。このように，この伝統的な二分法は，
会計情報の利用目的ということを強調する点に特徴があり，管理会計と財務
会計との区分認識にも通じる分類法である。
第二の基準は，関心の中心を組織過程に合わせるという視点を起点にして
認識されたものであり，技術合理的プロセスに対する関心と自然的プロセス
に対する関心とに区分する。このような分類法は，1983年にRJBoland,Jr.＝
Ｌ・RPondyによってなされたこの両面の接合を志向する議論のなかですでに
提唱されていたものであるが("，その内容についてはあとで取り上げると
して，ここでは，こうした分類と会計情報の利用目的との組み合わせに関し
て各種のパターンを示していることに注目しなければならない。そのマトリッ
クスは，図表３のように示される。
この図表に示されている組み合わせのパターンは，Giddensが示した構造
特性の構成に類似する特色を示しているが，会計情報の提供目的をそのよう
な構成に結びつけて四つに分類する方法を示していることにおいて，管理会
計論それ自体に新しい課題と関連する議論をもたらしたといえる。セル１と
セル２の区別は，会計の技術合理的な側面を組織の内・外の情報利用者の観
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図表３組織での会計の役割
組織プロセスに焦点 利用者集団の位置
内部 外部
技術合理的 １技術的能率の測定２資源配分
自然的 ３行動変化・政治 ４正当性の確保
出所SAnsariandKjEuske，“Rational，Rationalizing，and
ReifyingUsesofAccountingDatainOrganizations,”
Accozmtmg，０７宮a7zjzatjo"saMSocjety，ＶＯＬ12,Ｎｏ．６，Ｐ､553.
点と結びつけて認識したものであり，セル１の内容は能率の測定に限定され
ている。これに対し，セル２は，外部環境から交換要因の影響を受ける組織
をモデルとすることによって，資源配分の技術的合理性という観点から理解
されうる同類の影響をとりだす。このような文脈で，内部の能率と外部から
の資源の供給との間に循環的な因果関係が成り立つこと，そしてそれとの関
連で相互行為を捉えることによって，内部での能率測定と外部の成員の要求
とは全体論的にみて整合する関係にあると解するのである。したがって，組
織の内部には，意思決定のための情報要求にこたえるために会計測定が，組
織の外部には，そのようにして測定された結果としてなんらかの能率を示す
情報に対する要求が各々位置づけられることになるが両者間の影響関係は，
そこでは単純化されているきらいがある。近年の組織論で注目されるのは，
組織の内部と外部の情報利用の区分けには困難を伴なう場合があるという議
論である。とくに，パブリック・セクターでの会計情報に対する役割期待を
分析する場合にはそのことが端的に問題になるであろう。組織における内部
志向的な会計の機能を能率測定の問題に還元することが，たとえそれがある
相互行為に関する実証分析で利用される構造的内容を表わす基礎として措定
されるにしても，多分に問題を含むことになる。なぜなら，会計情報の提供
目的が，組織内部の経営管理者の意思決定に対する貢献にあるとするのであ
れば，会計情報のもつ意味は，測定システムの多面性としてのみならず，そ
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れを内的な伝達過程と結びつける構図として捉えられなければならないから
である。
Ansari＝Euskeは，会計の伝達機能を主として組織内外の権威資源と配分
資源の動員能力という関係枠で考察している。そのことは，組織における情
報作成者とさまざまな情報利用者との間の相互作用関係をおさえる動的行為
過程のなかで生起する伝達を資源動員とコントロールの問題として捉えて精
繊に分析する必要があることを示唆している。その意味でも，そこでの技術
的・合理的側面への関心は，組織の反応を引き出すシステム内変革，つまり
曰常的な構造レベルでの変革の過程よりもむしろ環境対応的なシステムそれ
自体の均衡性維持あるいは変革を焦点としているといわなければならない。
したがって，セル１とセル２は，組織内部の情報作成主体と外部の情報利用
主体との利害の調和をもたらす作用因として観察されている能率を媒介にし
て，技術合理性の観点から包括的に認識されることになるのである。
セル３の内容は，組織の反応を引き出す会計の社会政治的機能に注目する
ものであり，Ansari＝Euskeは，組織成員の行動性向に対応して組織行為
を合理化し正当化するために利用される会計システムのそうした役割期待の
側面に焦点をおいている。したがって，そこでは権力の追求や参加者の行為
に及ぼす影響力などが課題となるので，会計の伝達機能に関する議論の展開
を可能にする。
セル４の内容は，組織と外部の環境とをつなぐ関係枠のなかで，当該組織
側の対外的な相互行為状況の正当化に影響を及ぼしうる会計システムの動力
に注目するものであり，指示されている正当化の概念は，組織と外部利害関
係者との関係性に言及する制度理論の説明図式に還元しうるものである。
以上のように，Ansari＝Euskeは，組織における会計の役割期待を二元的
分類法に基づいて整理し，各セルの内容について考察している。そのような
考察に基づいて導出された会計情報の利用に関する理論的分析視点は，技術
合理的な視点，社会政治的な視点，制度的な視点の三つに集約される。
Ansari＝Euskeは，会計情報の利用態様を確認するためにこれらの視点をア
メリカの国防省（軍隊組織）での実際の利用状況に結びつけて分析し一定の
帰結を導出している。そこでは，統一原価会計システムを導入したことlこよっ
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て，1979年から実際に利用され始めた会計情報は，それまで唯一使用されて
きた軍事的用語に代わって情報的価値をもつようになったこと，その結果，
会計システムは能率的な資源配分に対して主導的な働きをするものではない
ものの，有効なデータを提供しうるということが検証された。また，つぎの
ようなことにも論及している。統一原価会計システムの採用は，国防省に可
視的なコントロールを確保させることになり，それにより省内の予算執行に
対する議会からの直接的関与を防ぐために有効な手段となったこと，その意
味では，国防省のようなパブリック・セクターにおいて会計システムは，そ
の利用面の合理化を進めることによって高度のシンボリックな機能を発揮す
るようになること，さらには，こうした会計システムのもとで，組織は合理
的に会計情報を利用するとしても必ずしも経済的合理主義に沿うものでない
ことなどが明らかにされている。こうした分析結果をうけて，彼らは，会計
システムが組織内部での精密な計画管理のために利用されたというよりもむ
しろ正当性を確保するために利用されたという解釈を示すことになる。その
ことは，技術的・合理的側面と社会政治的側面と正当化の側面とが相互にか
らみ合って展開していることを論証したことになる。
Ansari＝Euskeの議論と前節でとりあげたScapensらのそれは，Giddensが
提唱する構造化理論の視角との関連において共通するところがある反面，分
析の対象がAnsari＝Euskeの場合には公共部門の組織であるのに対し，
Scapensらの場合には民間部門の企業である点で異なっている。Scapensらに
ついていえば，非営利組織と営利組織との区分認識は，意味論を展開起点と
する議論のなかで意識的にとりあげるようなことはしていない。むしろ，会
計システムを組織に導入することによって組織それ自体が受ける影響を包括
的に認識しようとしている。つきつめていえは，会計システムが組織に及ぼ
す影響は，非営利組織と営利組織とを区別する組織特性の相違に注目して把
握するのではなく，構造化の理論的アプローチに基づいてそれらをむしろ統
合的に認識する視点から捉えるのである。これに対し，Ansari＝Euskeは，
公共部門での組織を分析対象にしていることを一種の構造的制約とみて議論
を展開している。たとえば，「統一原価計算は，公共部門の組織が直面する
はるかに難解で抽象的な諸問題を具体化することができる(21)」と述べると
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き，そこには，公共部門の組織での会計システムの使用は，シンボリックで
道具的なものになりがちであるという観念が存在しているといえる。そうで
あっても,、その研究は，組織での情報利用行為が変化への志向性と流動的な
性格を備えていることを示し「合理性の正式化および影響力を有する政治的
シンボルとして出発したものが，今曰では技術のシステム（technicalsystem）
と考えられ制度化されている(鰯)」と説いているところからも解しうるよう
に，意味論を含む全体論的な議論へと展開しているとみることができる。
４．現代管理会計論の展開可能性（２）
Ansari＝Euskeが組織における会計に対する役割期待を把握するために用
いた二元的分類法は，Boland＝Pondyが1983年の共著論文で提示した理論モ
デルでの二元的分類法を参照しながらそれとは異なる視点から提唱したもの
である。Boland＝Pondyの研究は，組織の会計を研究するのに必要な理論モ
デルを実証的研究をとおして提示することにあった。彼らの関心は，組織理
論と管理会計論とを融合させることにあったので，組織理論をみずからの理
論展開のなかで吸収する必要があったのである。当該論文に提示されている
Ｗ・RScottによる組織理論の発展モデルは，そのために適用された理論前提
をあらわすものであり，とくに管理会計に対する役割期待を解明するに当っ
て有効な手段を提供するものとみなされていたのである②o
Scottは，閉システムまたは開システムという区別と合理アプローチまた
図表４各期間（４期）での支配的理論モデル
開システム・モデル
1960-1970年
不確実性システムへの構造的適応
1970年一
適応の非合理的局面
目標達成よりも生存の重要性
閉システム・モデル
1900-1930年
能率
1930-1960年
人間関係
合理モデル
自然モデル
出所Ｒ・JBoland,Jr・ａｎｄＬ.Ｒ・Pondy，“AccOuntinginOrganizations：
AUnionofNaturalandRationalPerspectives,，，AccozL"t、９，
０７９α"Zzatjo"ｓα"dSocjety，Vol､８，No.2／３，Ｐ２２４．
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(よ自然アプローチという区別とを組み合わせることによって四つの理論的モ
デルを確保する。図表４は，そのことを示している。
閉システム・合理モデルは，能率性を価値基準とするものである。閉シス
テム・自然モデルでは，人間関係の充足状況を観察する場を提供する。開シ
ステム・合理モデルは，環境の不確実性に着目し，組織がいかにそれに合理
的に適応していくかという問題に焦点をおく。これに対し，開システム・自
然モデルは，環境との相互作用の文脈に，適応の非合理性と組織の維持とい
う両立性が存在することを強調するものである。Boland＝Pondyは，このよ
うに，管理会計論を展開するための分析視角を構築するのにScottによって
提唱された理論モデルを踏まえて，合理モデルと自然モデルという区分認識
を重視することになる。そこには，つぎのような側面についての強調がみら
れる。合理モデルに関しては，不確実性への合理的な対応や調節・形成され
た目的の達成などを志向する諸行為で生ずるはずの諸問題を解決ために，因
果要素を包み込むような包括的な理解に基づいて，希望的成果の選択に可能
を与えるようなモデル・ベースの分析が強調される。これに対し，自然モデ
ルでは，こうした包括的な理解に依拠して問題を解決しようとするのではな
く，むしろ所定の文化形式のもとに生成する相互行為や調整により生じる問
題を解決しようとする。というのも，自然アプローチでは，環境重視に調節
される目的との共存関係を強調するため，組織という場での選択行為を正当
化する情報や参加者の態度・信念に影響を及ぼす情報などの提供と重なる部
面が多くなるからである。それ故に，管理会計の自然モデルでは，権力，連
合体，政治過程，正当性というような概念を用いることになる。
Boland＝Pondyは，以上のようなアプローチに依拠して，大学という組織
での会計システムの利用，つまり会計システムが提供する役割を実証的に分
析する。分析の結果をつぎのように示している。
会計システムは，制度的，価値的フレームワークにはよく適合する技法で
あったので，合理システムとみなされてきたが，実際には環境の分野にかか
わる数値を示すことも可能であった。環境が急変すると変化後の新しい状況
から意味をとり出すなり解釈のし直しをするために新しい状況に適応する公
式言語が必要になる。会計は，このような公式言語としての役割を受けもつ
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ことが可能であり，そのために偶発性は会計の役割に光を当てることになる。
会計は，環境の形態を把握するために必要な計数的手段とみなされ，このと
きに根付くことになる。その結果，言語としての自然的側面が合理的側面よ
りも強調されることになる，というのである。そして，会計のこの自然シス
テムの側面は，環境変化を背景におくことで意味づけられるだけではなく，
儀式的な機能，会計カテゴリーでのシンボリックな意味作用，会計システム
の政治的使用などの質的要素によりそのシステムの存続に関して大きな影響
を受けるのである。そのことは，彼らが行った調査研究のなかで明らかにさ
れているように，会計システムが変化するということ，そしてその変化が，
単に合理的な評価によって導かれるだけでなく，よりダイナミックな組織弁
証法の－面を示すものであるということを説得的に示している。
もうひとつの調査研究に関する報告がある。そこには，上で取り上げた研
究と同じように環境の変化を背景にもつ会計システムの有り様を問題にして
いる。この事例研究としての研究ではとくに問題解決プロセスそれ自体を関
心の中心において，会計システムは，合理的・分析的アプローチと自然的・
相互作用的アプローチとが交互に提供する相互扶助的な構造のなかで形成さ
れるものであることを例証している。すなわち，会計は，自然システムから
受ける影響を動因として生じる問題解決的プロセスにおいても，合理システ
ムと相関的に結びつく形態のなかでひとつの発言として使用されるというこ
とを明らかにしている。
以上の調査研究は，結局，つぎのような結論を導出することになる。
会計システムは，写像と土台（figure/ground）との交互関係をあらわす両
面としての合理システムと自然システムを表現するということ。そのことは，
コンテインジェンシー・アプローチに疑問を投げかけ，むしろこれに対立す
るアプローチの構築を主張するものである。それは未来の問題解決プロセス
を，シンボルと事実，質と量，分析と解決，というこのように区別された二
つの観点から捉えることを可能にするであろう。そこで，Boland＝Pondyは，
合理システムか自然システムかといういずれか一方を選択することによって
アプローチを特定化する従来の方法に代えて，合理システムと自然システム
とを接合させた組み合せ（union）の理論を提唱することになる。そうする
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ことで，組織の会計を個別の行為者の実践によって創造され意味づけされる
対象とプロセスの組み合わせとして理解することができるようになるであろ
う。会計は，相互行為状況のなかで生成し，組織の合理システムと自然シス
テムという両面を構成するとみるのである。こうしたシステムの組み合せ法
は，会計の役割規定を写像からだけでなく同時に土台から捉えるべきことを
指示する。そのことは，対面する社会的現実への適応状況を表現する会計が，
社会的現実を構築するためのコンテクストを特徴づける要因になるというこ
とをも意味する。すなわち，組織の会計は，つねに，構造的要素として組織
の客体とプロセスとの関連をとおして構成され，個別の組織成員の相互行為
を通じて構造的変容へとつながるという再帰性を具えている。そこでの会計
システムは，時間軸に沿って創造と解釈と変化あるいは再生産の過程をあら
わすが，会計システムの設計は，合理システムと自然システムの両面を認識
して行われるということになる。この場合Boland＝Pondyによれば，合理シ
ステム分析としての会計的分析は，所定の価値的文脈のなかで遂行されるの
で，行為の基礎である意思決定の過程では，選択的自由の範囲を明確にする
ために用いられる，と解されるのである("。しかしながら，その範囲が緊
張の場を意味するものなのか，調和の場となるものかは，不明であるといわ
なければならない。そこでの議論が，意思決定過程の構造を十分に明らかに
しているわけではないので，会計的分析に基づいて提供される会計情報が，
組織においてどのような基準で有用性を確保することになるのか，確認する
ことはできない。だが，会計システムの有用性を合理システムと自然システ
ムの両面から捉えるべきであると強調するBoland＝Pondyの見解は，従来の
管理会計論では明確に提示されてこなかった課題を提起したといえるであろ
う。そこには，組織では曰常的に行われるあらゆる相互行為の文脈で，現実
に生起する出来事をどう解釈するか，あるいは象徴的な相互作用に依存する
構造に対してどのような解釈を付したらよいのかという状況にからむ問題を
持ち込むことになる。それらは，合理モデルからストレートに導き出しえな
いものばかりである。その意味で，この見解は従来の合理モデルとしての管
理会計論とは異なる議論の展開を可能にするであろう。そうであっても，
Boland＝Pondyの見解は，組織の会計を伝統的組織理論の再検討という構図
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のもとで分析視角を形成し，その基礎の上に立って展望的にと捉ようとする
ものであり，とりわけそこで提示された分析視角は，管理会計論の研究に一
石を役ずるものと解することができる。
５．おわりに
以上のように，Boland＝Pondyにあっては，組織理論のモデルは合理シス
テムと自然システムとに分化する。だが，こうした組織理論への関心は，会
計システム論の構築視点から両システムの組み合せを企図する構図のもとで
合流することになる。これに対し，Ansari＝Euskeは'情報利用者の情報要求
と会計システムとの調和を確保するという立場から会計システムとして識別
される理論群の集積を二元的分類法によって仕分けしている。組織過程の観
点から認識される「合理」と「自然」との区別は，文献に対するイデオロギー
的見地や認識論上の相違に基づくものであり，他方，情報利用者の位置関係
から導出される「内部」と「外部」の区別は，組織と環境という境界での区
分けを意味している。そして，会計にたいする役割期待の全体をこの図式に
まとめあげて，組織における会計情報の利用態様に照らして理論展開の可能
性を三つの方面に設定する。そこでは，つぎのように説かれている。（１）
技術合理的展開。これは，能率に関する考察によって推進される。（２）社
会政治的展開。これは，権力と影響力の行使あるいは行為能力を問題とする。
（３）制度的展開。生存のために必要な主要条件を，組織みずからの姿態と
外部諸機関との相互作用関係のなかで一種のフィクションの問題として捉え
る制度論に沿うものであり，Ansari＝Euskeは，外観を適当に装う必要状況
から生じるものであるという“。
ここで示される組立ては，Giddensの構造化理論で示される構図に類似し
ている。いわば，Giddensの図式を管理会計の枠組みに組み替え，組織化し
たものといえる。というのも，構造化理論では，構造特性を意味作用，支配
化，および正当化が相互に絡み合った性格をもつものと規定するのであって，
Ansari＝Euskeでは，その意味作用の体系を管理会計としての構造特性に合
わせて，技術合理性と定義し直したものである。Ansari＝Euskeの見解に含
まれている社会政治的視点と制度的視点は，それぞれ，構造化理論における
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構造特性をあらわす支配化と正当化とに対応するものと解することができる。
本稿では，Boland＝Pondyの論考で提起された管理会計へのアプローチ問
題を，Giddensの構造化理論に依拠して，かつ，Boland＝Pondy以降に公表
された諸論考を参照しながら整理してきた。結局，構造化理論は，管理会計
の研究方法の構築に当って有効な基礎を提供しうるということ，つまり構造
化理論の可能性は大きいといえるであろう。また，つぎの点を指摘しておく
ことは，重要である。アメリカの管理会計論の史的展開は，あるタイプの還
元主義的な思考を条件として，制約性と可能性の２側面の相互作用というか
たちで進行している。そのことは，管理会計論が組織の内在的反省性によっ
て動員されたパワー資源のもつ行為能力の視点から方向づけられて体系的に
構成さたものとして全面展開していることを意味するであろう。それは，管
理会計の制度論的展開に基本的な方向性を与えてくれているといえる。
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